
女性就業の地域差と地域間所得分配に関する考察 

 

 

安部 由起子1

北海道大学大学院 経済学研究科 
 

森 邦恵2

下関市立大学 経済学部 
 

 

論文要旨 

 

本稿では、各種の公表されている集計データを用いて、女性の就業率・男女間賃金格差・

世帯所得等が、都道府県別にどのように異なっているかを検討した。女性の就業率や正規

雇用就業率は、年齢階層別に見ても大きな地域差が存在している。女性就業率の高い地域

で、正規雇用者の時間あたり賃金の男女間格差が小さいという傾向は確認されなかった。 

また、女性就業率の高い地域においては、世帯所得の平均が高くなる傾向があり、この高

い平均世帯所得は、女性の労働収入が他地域と比較して高いことによってもたらされてい

るというよりも、共働きの世帯の割合が高いことによって生じていることが示唆された。

東京都は男女ともに時間あたり賃金が全都道府県のうちで一番高いが、男性賃金の対東京

格差と比較すると、世帯所得の対東京格差はどの道府県でも小さくなっている。特に、女

性就業率の高い日本海側の地域は、概して男性賃金の対東京の賃金格差と比較した世帯所

得の格差が大きく縮小する傾向にある。 

さらに、地域別の学歴分布の違いが女性就業率の地域差や男女間賃金格差の地域差をどの

程度説明するのかを、一定の仮定のもとで検討した。その結果、学歴分布の違いは地域間

格差を説明するとはいえず、むしろ学歴分布からは予測しえない地域差が、幅広い年齢層

について存在することがわかった。 
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